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公正―不公正フレーミングから見た大局的公正知覚
1)

林 洋一郎

佐々木 宏 之

川 瀬 萌 馨

論 文 要 旨

本研究は，公正さと不公正さの非対称性についてプロスペクト理論，義務論モデル，イメージ理論，資源保持理論

などの観点から論じた。さらに，これらの理論的な展望に基づき，大局的公正知覚の測定と公正―不公正の非対称

性をヴィネットを用いて実験的に検証した。2つのリサーチ・クエスチョン（RQ）が提起された。RQ1は，個人が

公正さよりも不公正さに敏感に反応するという予測であり，RQ2は，公正と不公正の非対称な関係が不公正判断に

おいてより顕著に見られるという予測である。

「公正―不公正要素の数」と「公正―不公正フレーミング」を独立変数，（不）公正判断を従属変数とする 2元配

置の分散分析を実施した。その結果，「公正―不公正要素の数」と「公正―不公正フレーミング」の主効果は有意で

あったが，交互作用効果は有意ではなかった。よって，RQ1 は支持されなかった。次いで，「公正―不公正要素の数」

の 7水準において多重比較検定を行った。その結果，中立と公正水準 2の間に有意差が見出された。しかし，中立

と公正水準 1および公正水準 3との間に有意差は見出されなかった。また，中立と不公正の各水準の間に有意差は

見出されなかった。なお，公正領域の 3水準と不公正領域の間に違いが見出された。また，公正領域内と不公正領

域内において，水準間の有意差は見出されなかった。この結果は，中立を中位点として公正と不公正の知覚に非対

称が見出されるのではないかというRQ1 を支持しないものであった。「公正―不公正要素の数」の 7水準の平均値

を棒グラフとして表したところ，不公正要素が増加しても公正知覚に変化が見られないフロア効果が示された。一

方，公正要素が増加するにつれて公正知覚が強まる傾向も観察された。

公正―不公正フレーミングの主効果は，不公正よりも公正フレーミングの方が，公正感が高いという結果であった。

ヒストグラムを観察したところ，公正フレーミングは正規分布に近い形状を示し，不公正フレーミングは左に偏った

分布を示した。この結果は，不公正さの測定が難しいことを示すとも言えるが，公正と不公正の非対称性も示唆する。

本研究は，公正研究におけるヴィネット手法の限界を示した。よりリアリティのある刺激や生理的指標を用いた

検討が必要である。また，公正と不公正の非対称性を考察するためには，因果非対称性の考え方が有効であると思

われる。
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組織の公正（organizational justice）は，職場における様々なアウトカム変数と関連することが知られ

ている。例えば，複数のメタ分析が，公正さは組織コミットメント（organizational commitment），タス

ク業績（task performance），組織シチズンシップ行動（organizational citizenship behavior=OCB）と正の

関連を示し，ストレイン（strain）とは負の関連になるとされている（Cohen-Charash & Spector, 2001;

Colquitt et al., 2001, 2013; Fassina et al., 2008）。

公正さは，このように従業員の態度や行動を説明する重要な要因と位置づけられ，精力的に研究が

続けられてきた。研究の発展にともなって，公正さの概念は精緻化していった。現在は，多次元概念

として，3次元あるいは 4次元から測定されることが多い（Colquitt et al., 2001; Rupp et al., 2017）。3次元

とは，分配的公正（distributive justice），手続き的公正（procedural justice），相互作用的公正（interac-

tional justice）である。4次元とは，相互作用的公正を対人的公正（interpersonal justice）と情報的公正

（informational justice）にさらに区分したものである。3次元モデルは相互作用的公正を対人的公正と

情報的公正に区分しない立場とも言える（Rupp et al., 2017）。

さて，分配的公正とは，最終的な分配や意思決定の帰結に関する公正知覚である。公正さを決定す

る原理として，衡平（equity），平等（equality），必要（need）などの原理があるとされている（Törnblom

&Kazemi, 2015）。衡平は，貢献や成果に応じて資源を分配する原理であり，平等は，個人に違いをつけ

ずに資源を均等に山分けする原理であり，必要は，各個人の必要性（困窮度など）に応じて資源を配分

する原理である。手続き的公正とは，資源配分の帰結や意思決定手続きの決定におけるプロセスにお

いて知覚される公正さを示す。Thibaut andWalker（1975）による過程コントロールや決定コントロー

ルや Leventhal（1980）による公正判断モデルに基づき，自分の意見を表明する機会や一貫性が含まれ

る手続きやプロセスが公正さにつながると考えられている。相互作用的公正とは，何らかの決定や資

源を配分するプロセスや手続きにおける対人的な取り扱われ方の質から知覚される公正さを表す。職

場であれば上司など権限者からの処遇を通して感じられる公正さに焦点を向ける。対人的な取り扱わ

れ方は，説明や弁明といった情報要素と信頼，尊重，礼儀正しさといった対人要素に分けられる。前

者を独立させた次元が情報的公正であり，後者に焦点を向けた次元が対人的公正である。また，近年，

オーバーオールな公正という 1次元から公正さを捉えるモデルも提起されている。

これまで議論してきた公正概念の発展を整理すると，Figure 1 のようになる。

公正と不公正の同異性

3次元モデルや 4次元に基づき，公正さを測定するための様々な尺度が開発されてきた（Rupp et al.,

2017）。これらの尺度の多くは，基本的に「公正」と「不公正」を一次元連続体（continuum）とみなし

てきた。この事実は，従来の研究が，公正と不公正の間に異なる特性や機能を積極的に仮定してこな
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かったことを示している。例えば，Herzberg et al.（1959）は，満足と不満足が独立した次元であると

主張したが，公正と不公正の間にこうした質的な違いはあまり考慮されてこなかった。

一方で，不公正さには，公正さとは異なる独自な機能や役割があるという主張も存在する（Bies, 2013;

Greenberg, 2001; Gilliland, 2008; Gilliland et al., 1998）。例えば，Greenberg（2001）は，�Injustice is more

salient than justice�と述べている。また，公正と不公正の違いに焦点を向け，個人は公正さよりも不

公正さに注視するという研究も存在する（Cojuharenco & Patient, 2013）。こうした主張は，不公正とい

うネガティブ事象を避けようとする心理作用に独自な役割や機能を認める立場である。こうした視点

は，「フェアである」という感覚と「アンフェアである」という感覚が質的に異なり，個人の反応に与

える影響力にも違いがある可能性を示唆する。公正さと不公正さの非対称性は損失回避など理論的に
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Figure 1：公正概念の発展
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説明できる部分もある。次節は，不公正さに注目する理論や考え方について論評する。

不公正さに関する理論

プロスペクト理論（prospect theory)

プロスペクト理論は，不公正に直接に言及するものではないが，不公正さを考える上で必要となる

フレーム・ワークを提供する。

人間の意思決定をモデル化したプロスペクト理論は，Kahneman and Tversky（1979）と Tversky

and Kahneman（1992）によって提起されたものであり，理論の骨子は，価値関数と加重関数から成る。

価値関数とは，1）心理的な価値判断は，数学的な原点ではなく心理的な原点（参照点）からの距離に

よって定義される，2）全体としては価値関数が正の場合は上に凸であり，負の場合は下に凸である，

3）利益より損失の傾きの方が急であるという 3点である。3番目の要点は，損失回避（loss aversion）

としてよく知られている。一万円をもらって得するより，一万円を落として損をした場合の方が心理

的なインパクトが大きいというものである。

加重関数は，簡単に述べると，小さい確率は本来の確率よりも高く見積もられ，中くらいから高い

確率は本来よりも低く見積もられる。

プロスペクト理論はネガティビティ・ドミナンス（negativity dominance）やネガティビティ・バイア

ス（negativity bias）といった心理現象を説明する際の最も基本的なフレーム・ワークを提供する。プロ

スペクト理論は不公正の独自性を直接に説明するものではない。しかし損失回避の観点に従えば，個

人は公正事象よりも不公正事象により大きな心理的インパクトを感じ，これを避けようという気持ち

を持つと予想される。よって，我々は，プロスペクト理論も不公正さの独自性を示唆する理論と位置

づけた。

義務論モデル（deontological model)

組織の公正研究の枠組みで，不公正さに注目した視点として挙げられるのが義務論モデルである

（Cropanzano et al., 2003; Folger & Glerum, 2015）。義務論モデルとは，公正さが個人にもたらす道具性や

手段性を排除した考え方をとる。道具モデルによると，個人は，公正さを手がかりとして自分は損を

しないという感覚を持つと説明する。また，集団価値モデルによると，個人は，公正さを手がかりと

して，集団が成員を大事にしているという感覚を持つとされる。個人はこのメッセージに基づいて，

社会同一性を確認すると仮定される。このように道具モデルと集団価値モデルのいずれも，公正さが

利益確保や同一性確認の道具や手段として位置づけられている。これに対して，義務論モデルは，公

正の実現やその価値を重視する（目標とする）考え方である（Montada, 1998）。人は，不正や不道徳
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（unmoral），または倫理的に間違っている（unethical）とされる事象に対して強い感情的な反応を示す

とされるが，これは道徳的義憤（moral outrage）と呼ばれる（Batson et al., 2009）。道徳的義憤は，自身

の損得とは独立した，倫理や道徳を守りたいという心的傾向の存在を示すものである。

義務論モデルの枠組みに含まれる理論として，認知的準拠理論（referent cognitive theory=RCT）と

フェアネス理論（fairness theory）がある。両理論とも，反事実や反実仮想（counterfactual）を強調する

という共通点を持つ。

RCTは，Folger（1986a, 1986b, 1987, 1993）や Folger andMartin（1986）によって提起された理論であ

る。彼らは，公正判断を 1）「結果の判断」，2）「手続きへの注目」という 2段階に区分した。第 1段階

の「結果の判断」とは，現実の結果（actual outcomes）が自分の理想や期待あるいは価値観などから導

かれる準拠結果（referent outcome）や認知基準（cognitive benchmark）との食い違いや乖離（discrep-

ancy）が評価されるプロセスである。準拠結果は，過去の経験や期待，他者との比較に基づいて個人が

心の中で思い浮かべる（シミュレートする）ものである。個人は，現実の結果を評価するための参照点

（referent point）として準拠結果を利用する（Folger, 1986a, 1986b, 1987, 1993; Folger &Martin, 1986）。現実

結果が準拠結果を下回っている評価された場合，剝奪感や不満が生じる。

結果に不満を抱いた個人は，なぜ（満足できない）帰結になったのか，決定の手続きが正当な（jus-

tified）ものであったかを確かめようとする（sense-making）。これが第 2段階の，「手続きへの注目」に

相当する。そして，手続きが公正であると評価されたならば，最終的な不公正知覚にはあまり至らな

い。一方で，手続きが不公正であると知覚された場合，現実の帰結に対して不満を感じたり，怒りを

感じると説明される。RCTは，結果と手続きが交互作用をした結果として不公正がもたらされる説明

する理論と言えよう。

フェアネス理論は，RCTの考えを発展させて，3種類の反実仮想を仮定した（Folger & Cropanzano,

2001）。すなわち，個人は，「〜だったかもしれない（現実は，〜ではなかった／〜しなかった）」（would

counterfactual），「〜できたかもしれない（現実は，〜ではなかった／〜しなかった）」（could counterfac-

tual），「〜すべきだったかもしれない（現実は，〜ではなかった／〜しなかった）」（should counterfactual）

という 3種類である。個人は，現実と 3種類の反実仮想の間の乖離や懸隔（descrepancy）を，would，

could，should の順番に吟味する。3種類すべての反実仮想と現実の間に乖離が生じていた場合，不公

正が知覚されたり，怒りを感じると説明される。

Folger et al.（2005）は，3番目の should counterfactual に「すべきであったかどうか」という道徳判

断が含まれている点に注目した。そして，個人は自己利益とは関わりなく，道徳違反行為やその行為

者を不公正とみなすと主張した。これは純粋な倫理観に基づく不公正判断であり，彼らはこれを義務

的反応（deontic response）と呼んだ。また義務的な反応は，先に述べたように，道徳に違反した（不公

正な）行為者に対して，強い怒りといった情動反応を示すと考えられている。

公正―不公正フレーミングから見た大局的公正知覚
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Folger et al.（2005）は，以上に論じた道徳心に基づく公正判断とそこから生じる強い情動反応を強

調した義務論モデル（deontological model）を提起した。義務論モデルは，分配的公正や手続き的公正と

いった個別の次元を仮定しない。現実と反実仮想との差異や道徳違反を認識することによって生じる

一般的な不公正知覚に注目しているので，不公正判断のインパクトや独自性を強調するモデルとも考

えられる。

イメージ理論（image theory)

イメージ理論（image theory）は，個人の意思決定プロセスに関する理論である（Beach & Mitchell,

1987）。この理論は，意思決定プロセスを 2段階に分けた。第 1段階は，適合性テスト（compatibility

test）である。これは，複数ある意思決定のオプションから適切なオプションをスクリーニングする作

業を指す。例えば，複数の応募者から適切な人物を選考するという状況が該当する。適合性を判断す

るために重要な役割を果たす要素がイメージである。イメージは，適合性判断の基準となる。イメー

ジとは，これまでの経験や状況などを通して蓄積された認知的情報であり，個人の願望や望ましい状

態が反映されたものとして定義される。つまり，個人の信条，目標，価値に基づいて形成される理念

的な心的表象である。例えば，暗黙のリーダーシップ論（implicit leadership theory）は，理想的なリー

ダーのイメージをプロトタイプと呼び，これは時間をかけて様々な体験を経て形成されるものである

（Lord et al., 1984; 2020）。個人は，このようなイメージを複数保持していると仮定される。

個人は，ある決定オプションと自己の抱く複数のイメージを照らし合わせ，ある決定オプションが

イメージから逸脱するかどうかを評価する。そしてイメージから逸脱する要素の数が，個人の棄却閾

（rejection threshold）を超えた場合，その選択はイメージに合致しないオプションとして棄却される。

重要な点は，ある選択のプラス面が不一致を補償しないことである。このような適合性テストをパス

した選択肢が複数存在する場合，利益性テスト（profitability test）または選択テスト（choice test）に進

む。利益性テストは，適合性テストを通過した複数の選択肢の中から最も適切な選択を決定する作業

である。最適な選択肢は，それの持つ特徴，決定が行われる環境の特徴，意思決定者の選好（prefer-

ences）によって決まる。

Gilliland and Paddock（2005）は，イメージ理論の観点から公正判断が行われるプロセスを説明しよ

うと試みた。個人は，自身のイメージに基づいて公正さを判断する基準を設定する。そして現実のイ

ベントや体験を照らし合わせ，イメージと相容れない要素が棄却閾を上回る場合，不公正であると判

断する。逆に，棄却閾を下回る場合は不公正でないと考え，利益性テストに移行する。イメージ理論

は，分配的公正や手続き的公正の個別次元を仮定せず，イメージとのずれを基にした不公正判断を強

調している。この理論では，公正よりも不公正の判断が優先されることが示されている。そのため，

イメージ理論も不公正さの独自性を認める理論の一つと考えられる。
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資源保持理論（conservation of resources theory=COR理論)

この理論は，バーンアウトやストレス反応を説明する理論として提唱された（Hobfoll, 1989; 2011）。

例えば，北岡（東口）・荻野・増田（2004）は，「COR理論とは人がその人にとって価値ある資源（re-

sources）を得たり，維持しようとしたりするために努力するものである。このリソースが失われたり

脅かされたり，あるいはリソースが要求（demand）されるものと合わなかったり，期待したほどに報

われなかった時に，バーンアウトのような否定的な結果を引き起こす」と説明している。つまり，人々

は，資源（時間，エネルギー，知識など）を保護し，維持し，増やすことに焦点を向けている。そして，

資源の損失はストレスや疲労を引き起こし，資源の獲得はポジティブな影響をもたらすと仮定する。

しかし，COR理論は，バーンアウトといったストレス関連の反応だけでなく，組織行動を広範に説

明する理論として位置づけられている（Halbesleben et al., 2014）。Halbesleben et al.（2014）は，COR理

論を 2つの原理から説明した。第 1原理は資源損失の優越（primacy of resource loss）である。これは資

源を獲得する便益よりも資源を失う損害の方が心理的に重大な価値を持つと説明するものである。こ

のロス・セリエンス（loss salience）の考え方は，認知心理学や社会心理学の分野における知見と一致す

るものである（Cacioppo & Gardner, 1999; Baumeister et al., 2001; Rozin & Royzman, 2001）。プロスペクト

理論における損失回避の考え方と類似した視点である。第 2原理は資源投入（resource investment）で

ある。これは個人が資源を投入することで資源損失から自分を守り，資源損失を回復させようとする

行為を指す。

COR理論は，不公正さを直接に説明する理論ではない。しかし，我々は，COR理論の観点からも，

不公正というネガティブな情報や刺激が人々の行動の強いトリガーとなる可能性を説明できるのでは

ないかと考える。第 1原理に従えば，個人は不公正さを避けようとする動機によって特定の行動を起

こすと考えられるし，第 2原理に従えば，不公正な状況であっても，それを回復させようとする動機

から特定の行動を引き起こすかもしれない。

その他の実証研究

Tabibnia et al.（2008）は，最後通牒ゲーム（ultimatum game）を用いて，公正な提案を受け入れる交

渉と不公正な提案を受け入れる交渉では，脳の活性化する部位が異なることを示した。公正な提案を

受け入れる交渉では，報酬を司る部位が活性化し，不公正な提案を受け入れる交渉では，否定感情を

制御する部位が活性化することを示した。

Cojuharenco and Patient（2013）は，従業員が思い起こす公正事象と不公正な事象の間に違いがある

かどうかを検証した。その結果，被験者は不公正事象を思い起こすように求められた場合，対人的公

正に関連する事象を多く報告した。一方，公正事象を思い起こす教示を受けた場合，対人的公正に関

連する事象はほとんど報告されず，分配的公正に関連する事象を多く報告した。
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不公正知覚とネガティビティ・ドミナンス

以上に説明してきた公正理論に従えば，不公正知覚が公正知覚とは異なる独自な心理プロセスに

よって生じる可能性が示唆される。これらの理論に共通する要素は，第 1に，各個人は公正さを判断

するための何らかの内的基準を保持している。第 2に，それらの基準と現実との違いや乖離が不公正

知覚の原因となる。第 3に，内的基準との違いから不公正知覚までの一連の心的プロセスは，自動的

に行われるという点である。

第 3の，不公正知覚の自動化プロセスは，ポジティブな出来事や情報よりも，ネガティブな出来事

や情報に強い影響を受けるというネガティビティ・ドミナンスやネガティビティ・バイアスの観点か

らも補強されうる（Cacioppo & Gardner, 1999; Baumeister et al., 2001; Rozin & Royzman, 2001; Unkelbach

et al., 2020）。ポジティブとネガティブな要素が組み合わさった場合，それぞれの要素が単独で示され

る評価以上に，ゲシュタルトとして全体評価がネガティブになる傾向があると説明されるが，これが

ネガティビティ・ドミナンスである（Rozin & Royzman, 2001）。ネガティブな側面がポジティブな側面

を支配し，上回ってしまう現象と言える。また，ネガティブな情報や出来事は，ポジティブや中立の

情報よりも人間の注意を引きやすく，記憶に残りやすいことも知られている。この傾向は，ネガティ

ビティ・セリエンス（negativity salience）と呼ばれることもある（Rozin & Royzman, 2001）。ネガティブ

な情報や刺激が人間の情報処理や意思決定プロセスに強い影響を与えるという役割は，不公正知覚や

不公正さに対する反応にも当てはまると考えられる。

大局的公正知覚モデルの提案

さて，これまでは，個別次元を考慮しない公正さや不公正さについて論じてきた。我々は，このよ

うな公正・不公正の知覚を大局的公正知覚（comprehensive perception of fairness）と呼ぶ。この概念は，

自分の体験や出来事に対する漠然とした公正さや不公正さに関する知覚であると定義され，基本的に

単一次元の概念である。よって，大局的公正は，伝統的な公正多次元モデルとは異なる。公正多次元

モデルは，意思決定や判断の認知プロセスに焦点を当てている。例えば，分配的公正は，衡平原理や

必要原理，手続き的公正で言えば過程コントロールや一貫性，相互作用的公正は，説明や丁寧さといっ

た基準がある。これらの基準が充足されているかどうかを，意識的，合理的に判断し，その結果とし

て公正さや不公正さの知覚が形成されると説明する。よって，直感的，自動的な情報処理プロセスを

重視する大局的公正とは異なる。

なお，公正さを単一次元として捉える既存の概念としてオーバーオール公正（overall justice）が存在

するが（Ambrose & Schminke, 2009），以下の 2点において異なる。第 1に，オーバーオール公正は，手

続き的公正など個別の公正次元を組み合わせた帰結として形成されるとしており，合理的な認知過程
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が強調されている。直観的認知過程を強調する大局的公正とこの点が異なる。第 2に，オーバーオー

ル公正は，公正ヒューリスティック理論の観点から説明される。Lind（2001）は，公正さが集団や組織

の信頼性を診断するためのヒューリスティックとして機能すると仮定したが，個別の公正次元の知覚

がオーバーオール公正を形成し，これが信頼性判断のヒューリスティックの役割を果たすと説明する。

ここでオーバーオール公正は，個別の公正次元の加算によって形成されるとしている。これに対し，

大局的公正は，各次元の認知に先行して直観的に（不）公正知覚が形成されると主張する。さらに，包

括的公正は加算モデルの立場をとらずゲシュタルト心理学の立場に近く，部分の総和と全体は同一で

ないと考える。これらの点から，我々は，大局的公正をオーバーオール公正とも異なる新たな概念と

して提起する。

リサーチ・クエスチョン

本研究は，ヴィネットを使った実験的研究である。しかし，探索的な研究であるため，仮説ではな

く 2つのリサーチ・クエスチョン（RQ）を提起する。

第 1の RQは，プロスペクト理論などの損失回避傾向に基づき，個人は公正さよりも不公正さによ

り敏感に反応すると予測する。わずかな不公正要素でも不公正さを強く感じさせるには十分なため，

中立を中位点として公正さと不公正さを多段階で操作した場合，中立から不公正への移行は，中立か

ら公正への移動よりも，（不）公正判断により大きな影響を与える。不公正領域においては一種のフロ

ア効果が見出され，不公正要素が増加しても（不）公正判断は，あまり変化しないだろう。一方で，公

正領域においては，公正要素が増加するに従って（不）公正判断は徐々に変化するだろう。

第 2の RQは，RQ1 で述べた公正と不公正の非対称な関係は，公正判断（公正フレーミング）よりも

不公正判断（不公正フレーミング）においてより顕著に見出されるだろうと予測する。

方法

参加者とデザイン

オンライン調査を専門とする業者を通じて 420 人から回答を得た。女性が 210 名であった。参加者

の平均年齢は 37.50，標準偏差は 7.65 であった。

本研究は，「公正―不公正要素の数」と「公正―不公正フレーミング」という 2要因を操作した。公

正―不公正要素の数は，公正要素数 1，公正要素数 2，公正要素数 3，中立（公正情報なし），不公正要

素数 1，不公正要素数 2，不公正要素数 3という 7水準から成る。公正や不公正の要素は，分配的公正

（衡平原理），手続き的公正（発言機会），相互作用公正（丁寧さ）である。公正―不公正要素の数は，半
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期末の人事評価面接の場面における上司の評価や対応が公正であるか，不公正であるかを変化させる

ことによって操作した。公正―不公正フレーミングは，従属変数の質問形式を違えることによって操

作された。公正かどうかを尋ねる公正フレーミングと不公正かどうかを質問する不公正フレーミング

という 2水準から成る。

よって，今回の実験デザインは，「公正―不公正要素の数（7）｣×｢公正―不公正フレーミング（2）」

の 2要因参加者間計画である。

なお，公正―不公正要素の数を操作するためのシナリオ数は，取り上げる公正要素の組み合わせや

公正要素の提示順序による効果を統制するために，カウンターバランスをとった。合計で 31 シナリオ

が作成された。

従属変数

ヴィネットに記述された大局的公正や大局的不公正の知覚は，7点法のリッカート尺度を使って測

定された。尺度は，5項目から成る。具体的な項目は，「（不）公平に扱われた」，「人事評価のやり方は

自分にとっては，（不）公平であった」，「全体としては，今回の人事評価は（不）公平だとみなすこと

ができる」，「おおむね，上司からの扱いは（不）公平であった」，「人事評価で受けた扱いは（不）公平

なものである」である。当てはまらない（1)〜当てはまる（7）の 7段階で回答を求めた。信頼性係数

αは，公正判断と不公正判断のいずれも.98 であった。

また，シナリオのリアリティを確認するための 3項目が準備され，リッカート形式による 7点法で

測定された。α係数は.93 であり，平均値が 4.27，標準偏差が 1.40 であった。シナリオのリアリティ

にやや疑問を投げかける数値であるが，中位点である 4を超えているので一定のリアリティがあると

判断した。

結果と考察

RQの妥当性を確かめるために，「公正―不公正要素の数」と「公正―不公正フレーミング」を独立

変数，（不）公正判断を従属変数とする 2元配置の分散分析を実行した。なお，不公正項目は数値を反

転させて，値が高いほど公正と判断しているという方向に統一した。分析の結果，「公正―不公正要素

の数」と「公正―不公正フレーミング」の主効果は有意であった（F（6, 406)=11.72, p<.01, ηp
2
=.15；

F（1, 406)=22.58, p<.01, ηp
2
=.05）。しかし，「公正―不公正要素の数」と「公正―不公正フレーミング」

の交互作用効果は有意でなかった（F（6, 406)=1.03, p=.40, ηp
2
=.02）。

RQ1 は，個人は公正さよりも不公正さにより敏感に反応すると予測した。つまり，不公正要素は些

少でも不公正さを強く感じさせるには十分なインパクトがあるので，中立を中位点として公正さと不
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公正さ多段階で操作した場合，中立から不公正へ移行は，中立から公正への移動よりも，（不）公正判

断により大きな影響を与えるという予測であった。この予測（RQ1）の妥当性を検証するために，公

正―不公正要素の数の公正判断に与える主効果を検証したところ有意であった。次いで，Holm 法に

基づく多重比較検定を行った。多重比較の結果，中立と公正水準 2の間に有意差が見出された。しか

し，中立と公正水準 1および公正水準 3との間に有意差は見出されなかった。一方で，中立と不公正

の各水準の間に有意差は見出されなかった。なお，公正領域の 3水準と不公正領域の 3水準を対比較

すると，すべての組み合わせにおいて，公正判断の平均値に有意差が見出された。また，公正領域内

と不公正領域内において，水準間の有意差は見出されなかった。この結果は，中立を中位点として公

正と不公正の知覚に非対称が見出されるのではないかという我々の予測とは異なり，RQ1 は支持され

なかった。

しかしながら，棒グラフ形状を目視で判断すると，不公正領域においては，中立よりも不公正要素

数 1の公正知覚は低いが，不公正要素数 1，不公正要素数 2，不公正要素数 3の間には公正知覚に違い

がなくフラットになっている（Figure 2）。一種のフロア効果とも言えなくはないある閾値を超えて不

公正と判断された場合，それ以上の不公正要素が増えても不公正知覚は強まらない傾向があるのだろ

うか。一方，中立から公正要素数 1，公正要素数 2と公正要素数が増加にともなって公正知覚が強まっ

ているようにも見受けられる。もちろん公正要素数 3は，公正要素数 2よりも低いので結論は難しい

が，公正領域に関しては公正要素数と公正知覚が比例する傾向があるのだろうか。この推論は統計的

な根拠に基づくものではなく，目視判断によるものである。あくまでも推測にすぎない。

RQ1 が支持されなかった理由の一つは，中立性操作の失敗である。中立性は公正情報や不公正情報

がないことによって操作した。しかし，中立性と不公正要素 1，2，3の間にいずれも有意差が見出さ

れなかった。この結果は，公正要素がない中立性条件のシナリオが，参加者から不公正な状況と知覚
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された可能性がある。また，そもそもヴィネットによる公正や不公正の操作には限界があると思われ

る。よって，仮説的な状況を提示して言語によって公正や不公正を操作するだけでなく，実験室実験

を用いるなど，よりリアリティのある刺激に参加者をさらして公正や不公正を操作する必要があると

思われる。

次に，RQ2 は，RQ1 で述べた公正と不公正の非対称な関係は，公正判断（公正フレーミング）よりも

不公正判断（不公正フレーミング）においてより顕著に見出されるだろうという予測である。前述の通

り，「公正―不公正要素の数」と「公正―不公正フレーミング」の交互作用効果が有意でなかったので，

RQ2 も支持されなかった。これも RQ1 と同様に中立性条件が機能しなかったこと，ヴィネットによ

る操作がリアリティを欠いたことなどが原因と思われる。

なお，RQとしては取り上げなかったが，公正フレーミングの主効果は有意であった。公正フレーミ

ングとは，従属変数である大局的な公正知覚の尋ね方を違えることによって操作された。すなわち，

公正フレーミング条件においては，公正かどうかという観点から測定された。一方で，不公正フレー

ミング条件においては，不公正かどうかという観点から測定された。いずれの条件においても 5項目

を用いた 7段階のリッカート形式で公正や不公正が測定された。そして，公正フレーミングにおいて

は，得点が高いほど公正となり，不公正フレーミングにおいては，得点が高いほど不公正になるよう

に測定された。そこで公正と不公正のフレーミングが大局的な公正あるいは不公正知覚に与える影響

を検討するために，不公正フレーミングの得点を反転させて，不公正フレーミングにおいても，値が

高いほど公正さを示すように変換した。二元配置の分散分析の結果，「公正―不公正フレーミング」が

有意であった。そして，不公正フレーミングの方が公正フレーミングよりも公正感が高かった。さら

に，得点分布を詳細に検討するために，公正フレーミングと不公正フレーミングの基本統計量とヒス

トグラムを算出した。ヒストグラムは，リッカート形式が 7点法であったので，こちらに合わせて階

級数を 7とした。公正フレーミングの平均値は 4.08 であり，標準偏差は 1.59 であった。不公正フレー

ミングの平均値は 3.20，標準偏差は 1.74 であった。フレーミングによる違いをさらに検討するため

に，公正フレーミングの度数分布表（Table 1）とヒストグラム（Figure 3），不公正フレーミングの度数

分布表（Table 2）とヒストグラム（Figure 4）を算出した。不公正フレーミングの度数分布表とヒスト

グラムは，測定値を反転させていない。よって，公正フレーミングは値が高いほど公正が高く，不公

正フレーミングは値が高いほど不公正が強いと解される。度数分布表やヒストグラムによると，公正

フレーミングは，平均値近傍の度数が多く，正規分布に近い形状であった。一方で，不公正フレーミ

ングは，当てはまらない（1）近傍の値が多く，左に偏った（右に歪んだ）分布となった。歪度は，.29 で

あった。不公正フレーミングの歪みは，参加者が不公正であると回答しにくかった事実を示している。

もちろん，この結果は，不公正さを適切に測定できなかった事実を反映していると考えられる。しか

し，公正と不公正のフレーミングを変化させただけにも分布に違いが生じたという結果は興味深い。
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公正と不公正が質的に異なる，非対称である可能性も考えられる。

今回の研究結果は，ヴィネットを使った研究手法の限界を示している。不公正の判断は，より自動

的，直感的処理が優位になると論じたが，それゆえ言語反応による捕捉が困難であると考えられる。

今後は，皮膚電位反射といった生理的指標による検討も必要だろう。

また，公正と不公正の非対称を考察するのであれば，因果非対称性（causal asymmetry）の考え方が

重要である。中西（2024）は，因果対称性を次のように定義している。「ある結果を生じさせる条件の

否定が，その結果の生じさせない条件とは限らない」（中西，2024; p. 12）。さらに線形回帰との違いに

も言及して，「『P→Q』が成り立つときに同時に『〜P→〜Q』という傾向の存在を前提とする線形回帰

と異なります」（中西，2024; p. 12）と述べている。なお，「P→Q」は「PならばQ」を表し，「〜P→〜

Q」は「Pでないならば Qでない」を示す。因果非対称性は，質的比較分析（qualitative comparative

analysis=QCA）を使って明らかにすることができる。大局的な公正と不公正の非対称を検証するにあ
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Figure 3：公正フレーミングにおける公正知覚

のヒストグラム

1.43 2.29 3.14 4.00 4.86 5.72 6.57
公正知覚

0

10

20

30

40

50

70

60

80

度

数

5.29〜6.14

20

210合計

191.431.00〜1.86

度数級代表値区間

2.291.86〜2.71

Table 1：公正フレーミングの
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274.864.43〜5.29
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226.576.14〜7.00

215.72



たって，QCAは，有益な分析法になりうると期待される。
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Figure 4：不公正フレーミングにおける不公正知覚

のヒストグラム
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